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・

・

・

・

実施済の外部
委託等の内容
と委託等先

NPOなど 外郭団体等
その他

事業名

担当課名等

□

一括して検討する事業
（個別事業名）

事業の目的
（何のために）

対象
（誰・何を対象に）

事業の内容
（手段・方法・開始
時期など）

　インターネットを介して，信頼性が高い最新の行財政情報等を迅速かつ効率的に提供を受けるこ
とで新潟市の業務遂行に資する。

　iJAMPは，官公庁向けに信頼性の高い行財政情報等を迅速・効果的に提供できるシステムであ
ることから，市の業務遂行に必要な情報の収集・活用を支えるツールとして役立っている。今後の
地域主権の進展，経済のグローバル化などのメガトレンド，政策形成能力向上や拠点性向上など
を踏まえ，一層の活用が見込まれる。全国の様々な行財政情報などを瞬時に入手できる環境を整
備することは，市職員の資質の向上や，時代の変化に対応するための情報収集能力向上に役立
つとともに，情報の共有による業務指針の円滑化に寄与する。
　またiJAMPの情報発信機能は，自治体が投稿した情報を「情報発信コーナー」に無料で掲載でき
る。また投稿の全てを時事通信の一般向け無料サイト「時事ドットコム」にも掲載される。「時事ドッ
トコム」の月間ページビューは1億２３００万で，かなりのPR効果が期待できる。

□ □ □□自治会など

事
業
概
要

直接実施して
いる業務内容

事業の必要性

関係課名等

事業番号 2-1

行政情報収集関係経費

委託先 民間企業

担当区・部等名 地域・魅力創造部

（　　　　）

新潟市　事業仕分け調書

委託等内容

関係区・部名等

政策調整課

　本市職員が職員情報システム（e-potal）を経由して利用している。なお初めて使う際には所属や
氏名等の登録が必要である。

　信頼性が高い最新行政ニュースや，時事通信社が直売で販売している官庁速報，また行政情報
として必要な中央省庁の資料や省庁，各自治体の人事情報を入手している。またiJAMPには情報
発信機能があり，全国に向けて新潟市をＰＲすることも可能である。
＜主な情報内容＞
　　１．官庁速報（時事通信社の直販形式で販売している冊子のデータ版）
　　２．最新一般・行政ニュース（リアルタイム）及びニュース検索
　　３．国，地方（市町村）の人事，議会情報など
　　４．中央官庁だより（中央官庁幹部の発言）
　　５．定型調査記事（都道府県・政令市を対象とした，予算・決算・各種基金・職員採用など）
　　６．法案の動き（政府提出法案の審議進捗状況）
　　７．自治体サイト新着便（都道府県，政令市のホームページの新着情報）　　　　　　など多数。
＜情報発信＞
　　１．情報発信コーナー（投稿した内容が全国に発信される）
＜契約について＞
　　別紙参照
＜いままでの契約経緯＞
　　　別紙参照
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事業名

事業番号 2-1

行政情報収集関係経費

新潟市　事業仕分け調書

 

□

□

Ｈ21年度

（実績）

Ｈ22年度Ｈ20年度

1600

53.3

2500

83.3

根拠法令

個別事業名

財
源
内
訳

特
定
財
源

一般財源

国庫・県補助金

起債

受益者負担分（使用料等）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

7,500 6,700職員1人（ﾗｲｾﾝｽ）あたりの年間費用

80

80

78.6

2358

80・概算人件費　　B

利用率

11,600

Ｈ21決算見込（千円） Ｈ22予算（千円）

（　　　　　　　　　　　　　）

年度

（該当するものすべてに
チェック）

実施方法

コ
ス
ト

人

18,522 17,596

80

・事業費（人件費除く）　　A

登録人数

指標

（数量・回数・人数等） （見込み）（実績）

16,717

千円

0.01

0

8,000

千円

概算人件費

人

千円

人

人人 0.01

千円

18,522 17,596 16,717

単位

％

人員

単位当たりのコスト
（総事業費／事業実

績）

0 千円 0 千円0

千円 千円 8080

0.01

円

・概算総事業費　　（A+B）

標準
人件費

1,900

千円

人

0 千円 0

0.01 人 0.01 人 0.01

臨時職員

16,797

H22事業費の内訳
（節別内訳）

※特に前年度と大幅に
異なる場合は，その内
容も記載して下さい

17,676

人員

概算人件費

人

事業実績

人員

人

2,400

人

千円

人

人

概算人件費

標準
人件費 千円

正職員
標準
人件費

非常勤嘱託

外部委託

その他

直接実施

18,602

Ｈ20決算（千円）

職員数（人員）計
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事業名

事業番号 2-1

行政情報収集関係経費

新潟市　事業仕分け調書

□ 有

 無

　iJAMPは，従量制ではなく定額での契約であることから，より多くの職員が最新の情報を業務に
活かしていくこと。

　平成２２年３月末現在利用登録者：２，３５８人

　一層の利用啓発を図っていく。

（想定しうる業務と実施主体を下欄に記入）

（下欄に理由を記入）

□

　現在，１９政令指定都市で利用している。その他３２県庁所在地，大多数の市町村でも利用して
いる。

　国（内閣府，経済産業省，厚生労働省，農林水産省，国土交通省，環境省，文部科学省，総務
省，防衛省，　消防庁，人事院，文化庁，中小企業庁，水産庁，林野庁，検察庁，衆議院，参議
院，地方整備局など出先機関）で利用されている。
　また４６都道府県で利用されている。

□
（　　　　）

□ 外郭団体等□
さらなる民間活用・
市民協働推進の可

能性

実施主体 民間企業 □ NPOなど 自治会など

達成状況
（目指す成果に対する達

成状況等）

他の自治体の状況
（類似事業の実施状況等）

想定不可能。

目指す成果
（今後どのような状態にし
たいか，なるべく定量的に

記入）

事業の自己評価
（今後の事業の方向
性，課題等）

理由

業務内容

特記事項
（事業の沿革等）

国・県の状況
（類似事業の実施状況

及び役割等）

その他
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事業名

事業番号 2-1

行政情報収集関係経費

新潟市　事業仕分け調書

・本当に必要とする情報に対し，かかっている経費は高額ではないか。iJAMPの必要性はあるの
か。
・契約方法を検討すれば，経費が削減される方法はあるのではないか。

対象事業として選定し
た理由・考えられる論

点

事業のスキーム図
（事業の仕組み，全体
像を図で表して下さい）

※主な支出先とその金
額も記入して下さい。な
お，補助金等について
は支出先での「使途」も
わかるようにご記入下

さい。

新

潟

市

時

事

通

信

職 員

iJAMP

情
報
発
信

情
報
収
集

掲
載

＜無料サイト＞

時事ドットコム

にっぽんもぎたて便

基礎自治体を取り巻

く環境の変化

経済のグローバル化

地域主権の進展

国の施策・予算の動き

etc.

環境の変化に対応・適応！！

人事情報

官庁情報

政治情報

経済情報

契約

情報発信コーナー
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＜いままでの契約経緯＞ 

 

・官庁速報の利用 （～平成 10年度）  

 官庁速報購読料                @35,700×12 月×15 課＝6,426,000 円 
  JAMP契約（広報課，総合企画課に専用端末を設置）＠273,000×12月＝3,276,000円 

合計 年額 9,702,000 円 

 ↓ 
・J-site JAMP の利用開始 （平成 11 年 4 月より） 

庁内 LAN とインターネットが接続されていないなか，ニュース，官公庁速報，人事データ，行財政調査

会資料，統計・指標，動静・予定などを閲覧できるようにした。 

 サーバーレンタル 1台，クライアント数 20  
 月額 840,000 円（消費税等込み）×12 月＝年額 10,008,000 円（消費税等込み） 

 ↓ 

・J-site JAMP からⅰJamp への移行（平成 15 年 11 月 10 日から実施） 

庁内ネットワークとインターネットが接続され，個人のパソコンから閲覧可能なⅰJamp へ移行を実施。 

 ↓ 
・合併による事務調整により，新潟市の制度に統一（平成 17 年 3 月 21 日から） 

   （合併前）                        （合併後） 
   ⅰJamp    新潟  （ID1,499）      16,254,000円         新潟(ID2,999) 

新津,豊栄 （ID30）       1,890,000円   19,668,600円 →18,900,000円 
    官庁速報 白根,亀田,横越,岩室,西川,中之口 1,524,600 円          △ 768,600円 

 
 ↓ 
 Ｈ１７～１９年度（ＩＤ2,999） 年額 18,900,000 円 

 ↓  

 Ｈ２０年度   （ＩＤ2,999） 年額 18,522,000 円（前年度比△２％） 

 ↓ 

 Ｈ２１年度   （ＩＤ2,999） 年額 17,595,900 円（前年度比△５％）  

       ↓ 
  H２２年度   （ＩＤ2,999） 年額 16,716,096 円（前年度比△５％）                           

年度 金 額 契約台数 備考 

～10 年度 9,702,000  官庁速報購読料と広報・総企の Jamp 使用料 

11 年度 10,080,000 20 台 J-ｓｉｔｅＪａｍｐ利用開始（試用のため全開放 740 台） 

12 年度 11,970,000 740 台  

13 年度 12,083,400 755 台  

14 年度 15,271,200 755 台  

15 年度 15,271,200 1,499 ｉJamp に移行  

16 年度 16,254,000 1,499 現在利用数約 1900 利用率 63.3%（合併前） 

17.18 年度 18,900,000 2,999 18 年度末現在の利用数約 2000/2999 利用率 66.7% 

19 年度 18,900,000 2,999 19 年度末現在の利用数約 2850/2999 利用率 95.0% 

20 年度 18,522,000 2,999 20 年度 2月現在の利用数 1600/2999 利用率 53.3% 

21 年度 17,595,900 2,999 21 年度３月現在の利用数 2358/2999 利用率 78.6％ 

22 年度 16,716,096 2,999  
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 契約について  

 

１ 契約内容 

    契約先 ：株式会社 時事通信社 
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第２号 

                   「その性質又は目的が競争入札に適しない」） 
金 額 ：22年度使用料 16,716,096円（月額 1,326,675円×1.05×12ヶ月分） 

    ＩＤ数 ：2,999（新潟市 端末 4,999台） 
  利用範囲：新潟市サーバーに接続している端末は，全て同じ環境で利用可能 
 

２ 時事通信社とはどんな会社か 

・日本の 2大通信社の一つで，国内 79カ所，海外 28カ所の支社や支局を有する。 

通信社とは，日本国内および世界の各地からニュースを集め，これをユーザーに提供する機関。 

※通信社はいわばニュースの卸売業で，新聞社・放送局は小売業となり，通信社は新聞社に記事を売り

（新聞社側から見れば仕入れ），新聞社は，自分の社の記者が取材して得た記事と，通信社からの

記事で毎日の紙面を製作し，読者に届けている。 

 

３ 随意契約をしている理由 

① 時事通信社は，わが国の代表的な通信社で，情報源にアクセスし，独自に取材・収集した情報
を配信しており，提供情報の信頼性が高い。 

② 古くから官公庁総合情報誌「官庁速報」などで，官公庁向けに中央官庁，地方公共団体などの

幅広く，具体的で専門性の高い行政情報や政治・経済等の各データを提供してきた実績がある。 
③ 全国の官公庁の動向，社会ニュースなどのリアルタイム配信や，1996年 11月以降の「官庁速
報｣，中央省庁・自治体などの人事データ，予算・各種統計などをデータベース化しており，検

索も簡単にでき，業務遂行の迅速化・効率化に有効であること。 
④ 時事通信社は，収集・提供する「官庁速報」などの行財政情報等に著作権を有し，直販方式を
採用しており，他の手段では情報提供が受けられないため。 

⑤ 平成 18年 8月 25日に出された財務大臣通知「公共調達の適正化について」において，「（２）
①競争性のない随意契約によらざるを得ない場合」の事例として「ニ（へ）行政目的を達成す

るために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるも

の」をあげている。 
以上の理由から，時事通信社と随意契約をしている。 
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